一般廃棄物処理施設
生活環境影響調査実施計画書

申請様式・報告書等

01　事前協議申込書（要綱第1号様式）

02　生活環境影響調査実施計画書（要綱第2号様式）

03　設置（変更）許可申請書別紙（要綱第3号様式）

04　廃棄物処理施設設置計画概要書（要綱第4号様式）

05　誓約書（一般廃棄物処理施設申請用）（要綱第5号様式）

06　資金計画書（要綱第7号様式）

07　資産調書（要綱第8号様式）

08　産業廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物に係る届出書（要綱第9号様式）

09　産業廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物に係る変更（廃止）届出書（要綱第11号様式）

10　特定処理施設事故等報告書（要綱第13号様式）

11　一般廃棄物処理施設設置許可申請書（市細則第13号様式）

12　一般廃棄物処理施設変更許可申請書（市細則第14号様式）

13　一般廃棄物処理施設譲受け・借受け許可申請書（市細則第16号様式）

14　一般廃棄物処理施設設置法人合併・分割認可申請書（市細則第18号様式）

15　一般廃棄物処理施設使用前検査申請書（市細則第20号様式）

16　一般廃棄物処理施設軽微変更等届出書（市細則第22号様式）

17　一般廃棄物処理施設の設置者の欠格要件に係る届出書（市細則第22条様式の2）

18　一般廃棄物処理施設相続届出書（市細則第23条様式）

19　廃棄物処理施設技術管理者設置等報告書（市細則第26条様式）
20一般廃棄物処理施設定期検査申請書（市細則第21号様式の2）

21一般廃棄物処理施設熱回収施設設置者認定申請書（市細則第33号様式）

22一般廃棄物処理施設熱回収施設休廃止届出書（市細則第36号様式）

23一般廃棄物処理施設熱回収報告書（市細則第37号様式）

要綱第１号様式（第４条関係）

	事前協議申込書
　　　　　年　　　月　　　日

（宛先）川崎市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請予定者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ふりがな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては名称及び代表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　担当者

　川崎市廃棄物処理施設設置許可等に関する要綱第４条第２項の規定により、一般廃棄物処理施設又は産業廃棄物処理施設について次のとおり事前協議を申し込みます。

	廃棄物処理施設の区別
	　□一般廃棄物処理施設　　　　□産業廃棄物処理施設

	申請又は届出の種類
	　□設置の許可　　　　　　　　□合併又は分割の認可

　□変更の許可　　　　　　　　□軽微変更等

　□譲受け又は借受けの許可　　□相続

□産業廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物に係る届出

□熱回収施設設置者の認定

	申請又は届出の概要
	　別紙申請書（案）又は届出書（案）のとおり

	廃棄物処理施設の設置、変更、譲受け又は借受けの目的
	

	一般廃棄物処理業又は産業廃棄物

処理業の許可の有無及び種類
	　□許可あり　　□許可なし　　□許可申請予定

　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	※廃棄物処理施設において処理する廃棄物の発生工程、性状、搬出入計画その他の事項
	

	※廃棄物処理施設において発生した残渣物の性状、処理方法、搬出入計画その他の事項
	

	※廃棄物処理施設に設置する設備の機種、性能その他の事項
	

	※廃棄物処理施設の運転計画
	

	※

設置用

地の概

要
	土地所有者の住所、氏名
	

	
	土地面積及び区分
	㎡
	　□市街化区域　　□市街化調整区域

	
	地目及び地域地区
	地目
	地域地区

	
	周辺状況
	

	廃棄物の処理及び清掃に関する法律以外の法令の規制を受ける場合にあっては、当該法令の名称及び当該法令に基づく手続の進捗状況
	


１　欄内にその記載事項の全てを記載できないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付してください。

２　※欄は、設置の許可を申請するとき以外は、変更があるときに記載してください。

要綱第２号様式（第４条関係）

	生活環境影響調査実施計画書

　　　　　年　　　月　　　日

（宛先）川崎市長

　　　　　　　　　　　　　　　　申請予定者

　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　ふりがな

　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては名称及び代表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　担当者

　一般廃棄物処理施設又は産業廃棄物処理施設の設置等の許可の申請に伴う生活環境影響調査（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条第３項又は第１５条第３項）について、次のとおり計画しましたので、事前に協議します。

	調査期間
	　　　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	調査実施機関

　（調査を委託する場合は、その機関の名称を記入すること。）
	　□自社　　　　　　　　　□委託

（委託先名称）

	大気質に関する調査

　（付表１を添付すること。調査を行わない場合には、その理由を記入すること。）
	　□調査する　　　　　　　□調査しない

（調査しない理由）

	水質に関する調査

　（付表２を添付すること。調査を行わない場合には、その理由を記入すること。）
	　□調査する　　　　　　　□調査しない

（調査しない理由）

	
	

	騒音に関する調査

（付表３を添付すること。調査を行わない場合には、その理由を記入すること。）
	　□調査する　　　　　　　□調査しない

（調査しない理由）

	振動に関する調査

（付表４を添付すること。調査を行わない場合には、その理由を記入すること。）
	　□調査する　　　　　　　□調査しない

（調査しない理由）

	悪臭に関する調査

（付表５を添付すること。調査を行わない場合には、その理由を記入すること。）
	　□調査する　　　　　　　□調査しない

（調査しない理由）

	その他の調査

（底質、土壌、低周波その他上記項目以外について調査を行う場合には、調査項目を記入し、説明資料を添付すること。）
	　□調査する　　　　　　　□調査しない

（調査項目）


　１　この帳票及び付表において、欄内にその記載事項の全てを記載できないときは、同欄に

　　「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付してください。

　２　理由を記入する欄は、できる限り具体的に記入してください。

要綱第２号様式　付表１（大気質関係）

（第１面）

	１　調査項目

　（調査する項目を具体的に記入すること。調査しない項目についてはその理由を記入すること。）
	⑴　環境基準設定物質　　　　　　

　□二酸化硫黄　　　　　　　　　□ベンゼン

　□二酸化窒素　　　　　　　　　□トリクロロエチレン

　□一酸化炭素　　　　　　　　　□テトラクロロエチレン

　□浮遊粒子状物質　　　　　　　□ジクロロメタン

　□ダイオキシン類　　　　　　　□微小粒子状物質

	
	⑵　規制物質（環境基準設定物質を除く。）

　□カドミウム及びその化合物　　□炭化水素

　□塩素及び塩化水素　　　　　　□粒子状物質

　□弗素、弗化水素及び弗化珪素　□トルエン

　□鉛及びその化合物　　　　　　□キシレン

　□窒素酸化物　　　　　　　　　□ホルムアルデヒド

　□硫黄酸化物　　　　　　　　　□フェノール

　□ばいじん　　　　　　　　　　□アンモニア

　□一般粉じん　　　　　　　　　□シアン化合物

　□特定粉じん（石綿）　　　　　□硫化水素

	
	⑶　有害大気汚染物質（環境基準設定物質及び規制物質を除く。）

　□アクリロニトリル　　　　　　□ヒ素及びその化合物

　□アセトアルデヒド　　　　　　□１、３－ブタジエン

　□塩化ビニルモノマー　　　　　□ベリリウム及びその化合物

　□クロロホルム　　　　　　　　□ベンゾ〔ａ〕ピレン

　□酸化エチレン　　　　　　　　□マンガン及びその化合物

　□１，２－ジクロロエタン　　　□六価クロム化合物　

　□水銀及びその化合物　　　　　□塩化メチル

　□ニッケル化合物　　　　　　　□クロム及び三価クロム化合物

　

	
	⑷　その他の調査項目（具体的に記載すること。）

	
	⑸　調査しない項目について、その理由

	２　発生源及び発生予想量

　（調査項目とした物質の発生源及び発生量（予想値）を記入すること。）
	

	３　目標値
	目標値

（申請者が設定した達成すべき目標値を調査項目ごとに記入すること｡）
	

	
	目標値の設定方法（目標値の法令上の根拠、文献における出典等を記入すること。）
	


要綱第２号様式　付表１（大気質関係）

（第２面）

	４　現況把握
	自然的条件・社会的条件の把握

（気象状況等の自然的条件及び土地利用等の社会的条件の把握について、出典・文献等、その選定理由を記入すること。）
	（自然的条件）

	
	
	（社会的条件）

	
	大気状況の把握

（測定を実施する調査項目は、測定方法・地点・時期等、その設定理由を記入すること。

既存データを用いる調査項目は、出典・文献等、その選定理由を記入すること。）
	（測定の実施）

	
	
	（既存データ利用）

	５　調査範囲の設定

　（①影響が及ぶものとして調査を実施する範囲、②影響が最大になると予想する地点について、①②の範囲又は地点及びその設定理由を記入すること。）
	（影響範囲）

	
	（最大地点）

	６　予測及び評価

　（将来予測の手法及び調査結果の評価の手法について、調査項目、発生源、調査範囲（調査地点）等の区別により、それぞれ具体的に記入すること。）
	（将来予測の手法）

	
	（調査結果の評価の手法）


要綱第２号様式　付表２　（水質関係）

（第１面）

	１　調査項目

　（調査する項目を具体的に記入すること。調査しない項目についてはその理由を記入すること。）
	⑴　環境基準設定物質

ア　生活環境に係る項目（河川及び海域）

　□水素イオン濃度　　　　　　　□大腸菌数

　□生物化学的酸素要求量　　　　□ノルマルヘキサン抽出物質

　□化学的酸素要求量　　　　　　□全窒素

　□浮遊物質量　　　　　　　　　□全燐

　□溶存酸素量　　　　　　　　　□亜鉛

イ　人の健康の保護に関する項目

　□カドミウム　　　　　　　　　□１、１、１－トリクロロエタン

　□全シアン　　　　　　　　　　□１、１、２－トリクロロエタン

　□鉛　　　　　　　　　　　　　□トリクロロエチレン

　□六価クロム　　　　　　　　　□テトラクロロエチレン

　□砒素　　　　　　　　　　　　□１、３－ジクロロプロペン

　□総水銀　　　　　　　　　　　□チウラム

　□アルキル水銀　　　　　　　　□シマジン

　□ＰＣＢ　　　　　　　　　　　□チオベンカルブ

　□ジクロロメタン　　　　　　　□ベンゼン

　□四塩化炭素　　　　　　　　　□セレン

　□１、２－ジクロロエタン　　　□硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

　□１、１－ジクロロエチレン　　□ふっ素

　□シス－１、２－ジクロロエチ　□ほう素

　　レン　　　　　　　　　　　　□１、４－ジオキサン



	
	⑵　規制物質（環境基準設定物質を除く。）

（具体的に記載すること。）



	
	⑶　要監視物質（環境基準設定物質、規制物質を除く。）

（具体的に記載すること。）



	
	⑷　ダイオキシン類

　□ダイオキシン類

	
	⑸　その他

（具体的に記載すること。）

	
	⑹　調査しない項目について、その理由


要綱第２号様式　付表２　（水質関係）

（第２面）

	２　排水量及び発生源
	排出先

（その他の場合は

排出先を具体的に

記入すること。）
	　□公共水域　　　□下水道

　□その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	排水の排出量

（排水の排出量を記載すること。）
	

	
	発生源及び発生予想量

（調査項目とした物質の発生源及び発生量（予想値）を記入すること｡）
	

	３　目標値
	目標値

（申請者が設定した達成すべき目標値を調査項目ごとに記入すること｡）
	

	
	目標値の設定方法
（目標値の法令上の根拠、文献における出典等を記入すること。）
	

	
	
	

	４　現況把握
	自然的条件・社会的条件の把握

（河川、海域、地下水等の水象及び降水量等の自然的条件並びに利水等の社会的条件の把握について、出典・文献等、その選定理由を記入すること。）
	（自然的条件）

	
	
	（社会的条件）


要綱第２号様式　付表２　（水質関係）

（第３面）

	４　現況把握（つづき）
	水質状況の把握

（測定を実施する調査項目は、測定方法・地点・時期等、その設定理由を記入すること。既存データを用いる調査項目は、出典・文献等、その選定理由を記入すること。）
	（測定の実施）

	
	
	（既存データ利用）

	５　調査範囲の設定

　（①影響が及ぶものとして調査を実施する範囲、②影響が最大になると予想する地点について、①②の範囲又は地点及びその設定理由を記入すること。）
	（影響範囲）

	
	（最大地点）

	６　予測及び評価

　（将来予測の手法及び調査結果の評価の手法について、調査項目、発生源、調査範囲（調査地点）等の区別により、それぞれ具体的に記入すること。）
	（将来予測の手法）

	
	（調査結果の評価の手法）


要綱第２号様式　付表３　（騒音関係）

（第１面）

	１　発生源及び

　　発生予想レベル

（施設の稼働及び廃棄物等の搬出入に伴うものを記入すること。）
	

	２　目標値
	目標値

（申請者が設定した達成すべき目標値を記入すること｡)
	

	
	目標値の設定方法

（目標値の法令上の根拠、文献における出典等を記入すること。）
	

	３　現況把握
	自然的条件・社会的条件の把握

（気象状況等の自然的条件及び土地利用等の社会的条件の把握について、出典・文献等、その選定理由を記入すること。）
	（自然的条件）

	
	
	（社会的条件）

	
	現況の把握

（測定を実施する場合は、測定地点・時期等、その設定理由を記入すること。既存データを用いる場合は、出典・文献等、その選定理由を記入すること。）
	（測定の実施）

	
	
	

	
	
	（既存データ利用）

	４　調査範囲の設定

　（①影響が及ぶものとして調査を実施する範囲、②影響が最大になると予想する地点について、①②の範囲又は地点及びその設定理由を記入すること。）
	（影響範囲）

	
	（最大地点）

	５　予測及び評価

　（将来予測の手法及び調査結果の評価の手法について、発生源ごとに具体的に記入すること。）
	（将来予測の手法）

	
	（調査結果の評価の手法）


要綱第２号様式　付表４　（振動関係）

（第１面）

	１　発生源及び発生予想レベル

（施設の稼働及び廃棄物等の搬出入に伴うものを記入すること。）
	

	２　目標値
	目標値

（申請者が設定した達成すべき目標値を記入すること｡）
	

	
	目標値の設定方法

（目標値の法令上の根拠、文献における出典等を記入すること。）
	

	３　現況把握
	自然的条件・社会的条件の把握

（気象状況等の自然的条件及び土地利用等の社会的条件の把握について、出典・文献等、その選定理由を記入すること。）
	（自然的条件）

	
	
	（社会的条件）

	
	現況の把握

（測定を実施する場合は、測定地点・時期等、その設定理由を記入すること。既存データを用いる場合は、出典・文献等、その選定理由を記入すること。）
	（測定の実施）

	
	
	

	
	
	（既存データ利用）

	４　調査範囲の設定

（①影響が及ぶものとして調査を実施する範囲、②影響が最大になると予想する地点について、①②の範囲又は地点及びその設定理由を記入すること。）
	（影響範囲）

	
	（最大地点）

	５　予測及び評価

（将来予測の手法及び調査結果の評価の手法について、発生源ごとに具体的に記入すること。）
	（将来予測の手法）

	
	（調査結果の評価の手法）


要綱第２号様式　付表５　（悪臭関係）

（第１面）

	１　調査項目

（調査する項目を具体的に記入すること。調査しない項目についてはその理由を記入すること。）
	⑴ 特定悪臭物質

□アンモニア　　　　　　　　□イソバレルアルデヒド

□メチルメルカプタン　　　　□イソブタノール

□硫化水素　　　　　　　　　□酢酸エチル

□硫化メチル　　　　　　　　□メチルイソブチルケトン

□二硫化メチル　　　　　　　□トルエン

□トリメチルアミン　　　　　□スチレン

□アセトアルデヒド　　　　　□キシレン（o:m:p＝1:2:1）

□プロピオンアルデヒド　　　□プロピオン酸

□ノルマルブチルアルデヒド　□ノルマル酪酸

□イソブチルアルデヒド　　　□ノルマル吉草酸

□ノルマルバレルアルデヒド　□イソ吉草酸



	
	⑵ 臭気指数

　□臭気指数



	
	⑶ その他の調査項目（具体的に記載すること。）

	
	⑷ 調査しない項目について、その理由


	２　発生源及び発生予想量

（調査項目とした物質の発生源及び発生量（予想値）を記入すること。）
	

	３　目標値
	目標値

（申請者が設定した達成すべき目標値を調査項目ごとに記入すること｡）
	

	
	目標値の設定方法

（目標値の法令上の根拠、文献における出典等を記入すること。）
	


要綱第２号様式　付表５　（悪臭関係）

（第２面）

	４　現況把握
	自然的条件・社会的条件の把握

（気象状況等の自然的条件及び土地利用等の社会的条件の把握について、出典・文献等、その選定理由を記入すること。）
	（自然的条件）

	
	
	（社会的条件）

	
	現況の把握

（測定を実施する調査項目は、測定方法・地点・時期等、その設定理由を記入すること。既存データを用いる調査項目は、出典・文献等、その選定理由を記入すること。）
	（測定の実施）

	
	
	（既存データ利用）

	５　調査範囲の設定

（①影響が及ぶものとして調査を実施する範囲、②影響が最大になると予想する地点について、①②の範囲又は地点及びその設定理由を記入すること。）
	（影響範囲）

	
	

	
	（最大地点）

	６　予測及び評価

（将来予測の手法及び調査結果の評価の手法について、調査項目、発生源、調査範囲（調査地点）等の区別により、それぞれ具体的に記入すること。）
	（将来予測の手法）

	
	（調査結果の評価の手法）


要綱第３号様式(第７条第１項関係)

（第１面）

設置（変更）許可申請書別紙
１．廃棄物処理施設の構造及び設備

施設名称及び施設の主要な設備の型式、構造、処理能力
	施設・設備・装置・機器名称
	型式・構造
	能力、容量等
	数量

	中核設備
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	中核設備以外
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※設備、装置、機器は処理工程ごとに分類して記載する。
要綱第３号様式(第７条第１項関係)

（第２面）

２．処理に伴って生ずる排ガス及び排水

(1) 排ガス

	処　理　方　法
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	排ガス量（Ｎｍ３/h）
	
	

	煙突の数
	
	

	煙突の設置位置
	施設配置図　　　のとおり
	


	煙突の高さ（ｍ）
	
	


(2) 排水

	処　理　方　法
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	排水量（ｍ３/日）
	
	

	放流口の数
	
	

	放流口の位置
	施設配置図　　のとおり
	

	放流先
	
	


要綱第３号様式(第７条第１項関係)

（第３面）

３．設計計算上達成することができる生活環境への負荷に関する数値
(1) 大気関係

	地点
	排出ガス量

(Ｎｍ３/ｈ)
	排ガス温度

(℃)
	大気汚染物質

	
	
	
	SPM
(ｍｇ/Ｎｍ3)
	ＳＯｘ

(ｐｐｍ)
	ＮＯｘ

(ｐｐｍ)
	ＨＣｌ

(ｍｇ/Ｎｍ3)
	ダイオキシン類

(ｎｇ/Ｎｍ3)

	
	
	
	
	
	
	
	

	大気汚染物質

	水銀
(μg/Ｎｍ3)
	ＣＯ
(ppm)
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


(2) 水質関係

	地点
	排水量

(ｍ３/日)
	ｐＨ
	ＢＯＤ

(ｍｇ/ｌ)
	ＣＯＤ

(ｍｇ/ｌ)
	ＳＳ

(ｍｇ/ｌ)
	その他項目

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


(3) 騒音関係　　　　　　　　　　　　　　　　    (4) 振動関係
	地点
	騒音レベル(dB)
	
	地点
	振動レベル(dB)

	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(5) 臭気関係

	地点
	臭気指数
	臭　　気　　物　　質

	
	
	アンモニア

(ｐｐｍ)
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	臭　気　物　質

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


要綱第３号様式(第７条第１項関係)

（第４面）

４．周辺地域の生活環境の保全のために達成することとした数値

(1) 大気関係

	地点
	排出ガス量

(Ｎｍ３/ｈ)
	排ガス温度

(℃)
	大気汚染物質

	
	
	
	SPM
(ｍｇ/Ｎｍ3)
	ＳＯｘ

(ｐｐｍ)
	ＮＯｘ

(ｐｐｍ)
	ＨＣｌ

(ｍｇ/Ｎｍ3)
	ダイオキシン類

(ｎｇ/Ｎｍ3)

	
	
	
	
	
	
	
	

	大気汚染物質

	水銀
(μg/Ｎｍ3)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


(2) 水質関係

	地点
	排水量

(ｍ３/日)
	ｐＨ
	ＢＯＤ

(ｍｇ/ｌ)
	ＣＯＤ

(ｍｇ/ｌ)
	ＳＳ

(ｍｇ/ｌ)
	その他項目

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


(3) 騒音関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4) 振動関係
	地点
	騒音レベル(dB)
	
	地点
	振動レベル(dB)

	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(5) 臭気関係

	地点
	臭気指数
	臭　　気　　物　　質

	
	
	アンモニア

(ｐｐｍ)
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	臭　気　物　質

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


要綱第３号様式(第７条第１項関係)

（第５面）

５．排ガスの性状及び放流水の水質の測定頻度

（１）排ガス性状

	測定箇所
	測定項目
	測定頻度

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（２）放流水質

	測定箇所
	測定項目
	測定頻度

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


要綱第４号様式(第７条第１項関係)

（第１面）

廃棄物処理施設設置計画概要書

１　事業概要及び管理体制
	事業概要
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	敷地面積
	
	建物面積
	
	用途地域
	

	担当者
	
	電話
	
	資本金
	       万円
	従業員数
	       人

	技術管理者
	
	

	処理責任者
	
	


２　廃棄物処理施設の稼動計画

	１日の稼動スケジュール
	年間稼動スケジュール

	施設稼動開始時間
	　時　　　分
	稼動日数
	年間　　　日

	施設稼動停止時間
	　時　　　分
	季節的変動の有無
	有　　無

	施設稼動時間
	　時間　　分
	
	


３　使用する薬剤一覧

	薬剤名称
	使用量
	用途

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


要綱第４号様式(第７条第１項関係)
（第２面）
４　処理する廃棄物の性状（脱水・破砕施設等）
処理する廃棄物の種類及び最大処理量・廃棄物の性状等

	廃棄物の種類
	最大処理量
	処理する廃棄物の性状等

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	【上記混合物】
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　※廃棄物の種類は、政令第７条施設の区分ごとに記入する。
５　処理後物の搬出計画
搬出廃棄物の種類及び最大発生量・性状・処分方法等（処理残渣物を含む）
	廃棄物の種類
	最大発生量
	性状等
	処分方法

	
	
	
	処分業者
	処分方法

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


要綱第４号様式(第７条第１項関係)

（第２面）

４　処理する廃棄物（焼却施設）
処理する廃棄物の種類及び最大処理量・廃棄物の性状等

	廃棄物の種類
	最大処理量
	組成（wet％）
	発熱量

	
	
	水分
	可燃分
	

	
	
	
	C
	H
	O
	N
	S
	Cl
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	上記混合物
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※廃棄物の種類は、政令第７条施設の区分ごとに記入する。
５　処理後物の搬出計画
搬出廃棄物の種類及び最大発生量・性状等（処理残渣物を含む）
	廃棄物の種類
	最大発生量
	性状等
	処分方法

	
	
	
	処分業者
	処分方法

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


要綱第４号様式(第７条第１項関係)
（第３面）
６　設計計算の概要（脱水・破砕施設等）

設計計算の概要

	施設の種類
	

	処理方式
	

	１日の稼働時間
	

	稼働方法
	□連続処理　　　□バッチ処理　　　□その他（　　　　　　）

	比重の算定根拠
	

	設計計算式の考え方
	

	設計計算式
	【処理能力】



	設計計算式に用いた係数
	

	採用した係数の算出根拠
	

	設計計算の結果
	【１日あたりの処理能力】




要綱第４号様式(第７条第１項関係)
（第３面）
６　設計計算の概要（焼却施設）

設計計算の概要

	施設の種類
	

	処理方式
	

	１日の稼働時間
	時間（　　　日稼働）

	稼働方法
	□連続処理　　　□バッチ処理　　　□その他（　　　　　　）

	焼却対象物の熱量の
算定根拠
	　　　

	焼却炉許容熱負荷の

算定根拠
	

	設計計算式の考え方
	

	設計計算式
	【処理能力】

	設計計算式に用いた係数
	

	採用した係数の算出根拠

	

	設計計算の結果
【１日あたりの処理能力】


	【単焼能力】
【混焼能力】


要綱第４号様式(第７条第１項関係)

（第４面）

７　環境対策

(1) 飛散・流出防止対策の概要

	構造上の対策
	維持管理上の対策

	
	


(2) 騒音対策の概要
	構造上の対策
	維持管理上の対策

	
	


(3) 振動対策の概要

	構造上の対策
	維持管理上の対策

	
	


(4) 防臭対策の概要

	構造上の対策
	維持管理上の対策

	
	


要綱第４号様式(第７条第１項関係)

（第５面）
８　廃棄物の保管施設の概要

(1) 廃棄物受入保管施設の概要
	廃棄物の種類
	保管場所の容量
	保管設備の概要・形状
	（保管容量÷処理能力）の値

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	【混合物】
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


(2) 処理後物受入保管施設の概要（処理残渣物を含む）

	廃棄物の種類
	受入保管場所の容量
	保管設備の概要・形状
	（保管容量÷処理能力）の値

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


要綱第４号様式(第７条第１項関係)
（第６面）
９　環境影響調査結果

１　大気質

(1) 煙突排ガスによる影響

ア　長期平均予測濃度調査結果

	調査項目
	SO2

(ppm)
	NO2

(ppm)
	SPM

(mg/Nm3)
	ダイオキシン類

(ng/Nm3)
	

	現況濃度
	
	
	
	
	

	最大着地濃度
	
	
	
	
	

	予測濃度
	
	
	
	
	

	規制値
	
	
	
	
	

	その他必要な項目

	調査項目
	
	
	
	
	

	現況濃度
	
	
	
	
	

	最大着地濃度
	
	
	
	
	

	予測濃度
	
	
	
	
	

	規制値
	
	
	
	
	


※最大着地濃度とは、寄与濃度が最大となると予想される地点の濃度とする。

※予測濃度は、現況濃度と煙突排ガスの最大濃度を合成した値とする。
※規制値の欄は環境基準値や環境目標値等が設定されている場合は記載する。
イ　短期平均予測濃度調査結果

	調査項目
	SO2

(ppm)
	SPM

(mg/Nm3)
	HCl

(mg/Nm3)
	
	
	

	最大着地濃度
	
	
	
	
	
	

	規制値
	
	
	
	
	
	


※最大着地濃度とは、寄与濃度が最大となると予想される地点の濃度とする。
※規制値の欄は環境基準値や環境目標値等が設定されている場合は記載する。

要綱第４号様式(第７条第１項関係)
（第７面）
(2) 廃棄物運搬車両による影響

調査地点　　　　　　　　　　　

	調査項目
	NO2
(ppm)
	
	
	
	

	現況濃度
	
	
	
	
	

	車両最大濃度
	
	
	
	
	

	予測濃度
	
	
	
	
	

	規制値
	
	
	
	
	


※調査地点は、廃棄物運搬車両による影響が大きくなると想定される沿道の地点とする。

※予測濃度とは現況濃度と車両の影響による最大濃度を合成した値とする。
※規制値の欄は環境基準値や環境目標値等が設定されている場合は記載する。
２　水質
　　放流場所　　　　　　　　

　　排水量　　　　　　　　　

	調査項目
	放流水濃度
	現況値
	規制値
	地点別予測濃度

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	SS(mg/l)
	
	
	
	
	
	
	
	

	BOD(mg/l)
	
	
	
	
	
	
	
	

	COD(mg/l)
	
	
	
	
	
	
	
	

	T-P(mg/l)
	
	
	
	
	
	
	
	

	T-N(mg/l)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


※調査地点は、放流口から水質の濃度に一定以上の影響を及ぼすと想定される地点とする。

※規制値の欄は環境基準値や環境目標値等が設定されている場合は記載する。

要綱第４号様式(第７条第１項関係)
（第８面）

３　騒音

(1) 施設の稼動による影響

	調査地点
	時間区分
	現況値(dB)
	施設騒音(dB)
	予測値(dB)
	規制値(dB)

	
	朝
	
	
	
	

	
	昼
	
	
	
	

	
	夕
	
	
	
	

	
	夜
	
	
	
	

	
	朝
	
	
	
	

	
	昼
	
	
	
	

	
	夕
	
	
	
	

	
	夜
	
	
	
	

	
	朝
	
	
	
	

	
	昼
	
	
	
	

	
	夕
	
	
	
	

	
	夜
	
	
	
	

	
	朝
	
	
	
	

	
	昼
	
	
	
	

	
	夕
	
	
	
	

	
	夜
	
	
	
	


※朝とは午前６時から午前８時、昼とは午前８時から午後６時まで、夕とは午後６時から午後１１時、夜とは午後１１時から午前６時までとする。

※調査地点は施設の騒音の影響が大きくなると想定される敷地境界上とする。

※現況値とは、施設の設置又は変更前の騒音値。

※施設騒音とは、施設の稼動により生じる騒音値。

※予測値とは、現況値と施設騒音を合成した値。
※規制値の欄は環境基準値や環境目標値等が設定されている場合は記載する。

(2) 廃棄物運搬車両による影響

	調査地点
	現況値(dB)
	車両騒音(dB)
	予測値(dB)
	規制値(dB)

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※調査地点は、廃棄物運搬車両による影響が大きくなると想定される沿道の地点とする。
※現況値とは、施設の設置又は変更前の騒音値。

※車両騒音とは、施設の設置又は変更により増加する廃棄物運搬車両から生じる騒音値。

※予測値とは、現況値と車両騒音を合成した値。

※規制値の欄は環境基準値や環境目標値等が設定されている場合は記載する。
要綱第４号様式(第７条第１項関係)
（第９面）
４　振動

(1) 施設の稼動による影響
	調査地点
	時間区分
	現況値(dB)
	施設振動(dB)
	予測値(dB)
	規制値(dB)

	
	昼
	
	
	
	

	
	夜
	
	
	
	

	
	昼
	
	
	
	

	
	夜
	
	
	
	

	
	昼
	
	
	
	

	
	夜
	
	
	
	

	
	昼
	
	
	
	

	
	夜
	
	
	
	


※昼とは午前８時から午後７時まで、夜とは午後７時から午前８時までとする。

※調査地点は施設の振動の影響が大きくなると想定される敷地境界上とする。

※現況値とは、施設の設置又は変更前の振動値。

※施設振動とは、施設の稼動により生じる振動値。

※予測値とは、現況値と施設振動を合成した値。

※規制値の欄は環境基準値や環境目標値等が設定されている場合は記載する。
(2) 廃棄物運搬車両による影響

	調査地点
	現況値(dB)
	車両振動(dB)
	予測値(dB)
	規制値(dB)

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※調査地点は、廃棄物運搬車両による影響が大きくなると想定される沿道の地点とする。

※現況値とは、施設の設置又は変更前の振動値。

※車両振動とは、施設の設置又は変更により増加する廃棄物運搬車両から生じる振動値。

※予測値とは、現況値と車両振動を合成した値。

※規制値の欄は環境基準値や環境目標値等が設定されている場合は記載する。

要綱第４号様式(第７条第１項関係)
（第１０面）
５　悪臭

(1) 煙突排ガスによる影響

	調査地点
	臭気指数
	特定悪臭物質濃度

	
	
	
	
	
	
	

	地点１
	現況値
	
	
	
	
	
	

	
	施設稼動値
	
	
	
	
	
	

	
	予測値
	
	
	
	
	
	

	地点２
	現況値
	
	
	
	
	
	

	
	施設稼動値
	
	
	
	
	
	

	
	予測値
	
	
	
	
	
	

	地点３
	現況値
	
	
	
	
	
	

	
	施設稼動値
	
	
	
	
	
	

	
	予測値
	
	
	
	
	
	

	規制値
	
	
	
	
	
	
	


※調査地点は、悪臭の影響が大きくなると想定される敷地境界上とする。
※施設稼動値とは、施設の設置又は変更により発生する特定悪臭物質に係る値とする。

※予測値とは、現況値と施設稼動値の合成値とする。
※規制値の欄は環境基準値や環境目標値等が設定されている場合は記載する。
要綱第４号様式(第７条第１項関係)
（第１１面）

(2) 施設からの悪臭の漏洩による影響

	調査地点
	臭気指数
	特定悪臭物質濃度

	
	
	
	
	
	
	

	地点１
	現況値
	
	
	
	
	
	

	
	施設稼動値
	
	
	
	
	
	

	
	予測値
	
	
	
	
	
	

	地点２
	現況値
	
	
	
	
	
	

	
	施設稼動値
	
	
	
	
	
	

	
	予測値
	
	
	
	
	
	

	地点３
	現況値
	
	
	
	
	
	

	
	施設稼動値
	
	
	
	
	
	

	
	予測値
	
	
	
	
	
	

	規制値
	
	
	
	
	
	
	


※調査地点は、影響が大きくなると想定される周辺人家等の位置とする。
※施設稼動値とは、施設の設置又は変更により発生する特定悪臭物質に係る値とする。

※予測値とは、現況値と施設稼動値の合成値とする。
※規制値の欄は環境基準値や環境目標値等が設定されている場合は記載する。
要綱第５号様式(第７条第１項関係)
誓　約　書
申請者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条第５項第４号イからルに該当しない者であることを誓約します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
（宛先）川崎市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者

住所　

氏名　

　　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
                              　 　　　　　　　　　

要綱第７号様式(第７条第１項関係)

	資金計画書

	事業に要する資金
	事業の開始に要する
資金の総額
	円

	
	
	設置に要する
資金
（審査手数料含む）
	円

	
	
	維持管理に
要する費用
	円

	資金の調達方法
	自己資金
	円

	
	
	

	
	金融機関借入資金
	円

	
	
	

	
	
	

	
	
	円

	
	
	

	
	そ
	円

	
	
	

	
	
	円

	
	
	

	
	の
	円

	
	
	

	
	
	円

	
	
	

	
	他
	円

	
	
	

	
	
	円

	
	
	

	
	
	円

	
	
	

	
	
	円


要綱第８号様式(第７条第１項関係)

資　産　調　書
次のとおり申告します。（　　　　　　年　　　月　　　日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作成者　　　　　　　　　　　　　　　　　
	資　　　　　産
	負　債　・　資　本

	科　　　　目
	金　　　　額
	科　　　　目
	金　　　　額

	現　　　　金
	
	支 払 手 形
	

	当 座 預 金
	
	買　掛　金
	

	定 期 預 金
	
	借　入　金
	

	その他の預金
	
	未　払　金
	

	受 取 手 形
	
	前　受　金
	

	売　掛　金
	
	預　り　金
	

	有 価 証 券
	
	
	

	棚 卸 資 産
	
	
	

	前　払　金
	
	
	

	貸　付　金
	
	
	

	建　　　物
	
	
	

	建物附属施設
	
	
	

	機 械 設 備
	
	
	

	車輌運搬具
	
	
	

	工具・器具・備品
	
	
	

	土　　　地
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	貸倒引当金
	

	
	
	事 業 主 借
	

	事 業 主 貸
	
	元　入　金
	

	資　産　計
	
	負　債　計
	


　１　この調書は、申請者が個人である場合に提出してください。

　２　この調書の記載内容を証する書類等の提出を求める場合があります。

要綱第９号様式(第８条第１項関係)

	産業廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物に係る届出書
　　年　　月　　日

　（あて先）　　　川崎市長　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　
　
廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の２の５の規定により、関係書類を添えて、産業廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物に係る事項について届け出ます。

	産業廃棄物処理施設の設置の場所
	　　　　　

	産業廃棄物処理施設の種類
	

	産業廃棄物処理施設において処理する産業廃棄物の種類
	

	産業廃棄物処理施設に係る

許可の年月日及び許可番号
	　　　　年　　　月　　　日　　　　第　　　　　　号

	産業廃棄物処理施設の処理能力
	　　　　　　　　　　　　　　　　ｍ3／日（　　）時間

　　　　　　　　　　　　　　　　　ｔ　／日（　　）時間

　　　　　　　　　　　　　　　　　ｍ3／時間

　　　　　　　　　　　　　　　　　ｔ　／時間

埋立地の面積　　　　　　　　　　　　ｍ2　　　　

残余の埋立容量　　　　　　　　　　　ｍ3　　　　

	産業廃棄物処理施設に係る許可の条件
	

	産業廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物の種類ごとの処理量の見込み
	

	省令第12条の7の16第2項の場合にあっては、非常災害により当該一般廃棄物が生じた時期及び地域
	

	一般廃棄物の処理を開始する予定日
	年　　　月　　　日

	※事務処理欄
	

	備考

１　※欄は記入しないこと。

２　次の書類を添付すること。

(1) 当該届出に係る産業廃棄物処理施設設置許可証の写し

(2) 他人の一般廃棄物の処理を行う場合にあっては、次に掲げるいずれかの書類

　ア　産業廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物の処理に係る一般廃棄物処分業の許可を受けたことを示す書類

　イ　専ら再生利用の目的となる一般廃棄物のみの処分を業として行う者であることを示す書類

　ウ　環境省令第2条の3第1号、第2号、第4号、第6号又は第10号に該当する者であることを示す書類

　エ　一般廃棄物の広域的な処理を行うことについての環境大臣の認定書の写し


要綱第１１号様式(第８条第３項関係)

	産業廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物に係る変更（廃止）届出書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
　（あて先）　　　川崎市長　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　
　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条の２の５の規定による届出に係る事項について変更（廃止）をしたので、同法施行規則第１２条の７の１７第５項の規定により、次のとおり届け出ます。

	産業廃棄物処理施設の設置の場所
	　　　　　

	産業廃棄物処理施設の種類
	

	産業廃棄物処理施設において処理する産業廃棄物の種類
	

	産業廃棄物処理施設に係る

許可の年月日及び許可番号
	　　　　年　　　月　　　日　　　　第　　　　　　号

	産業廃棄物処理施設において
処理する一般廃棄物の種類
	　　　　　　　　　　　　　　　　

	変更（廃止）理由
	１　産業廃棄物処理施設の種類の変更

２　産業廃棄物処理施設において処理する産業廃棄物の種類の変更

３　当該届出に係る一般廃棄物の処理の事業の廃止

	変更（廃止）年月日
	年　　　月　　　日

	※事務処理欄
	

	備考

１　※欄は記入しないこと。

２　様式中の「変更（廃止）」は、変更又は廃止のいずれか該当する方を○で囲むこと。

３　変更（廃止）の理由の欄は、該当する項目の番号を○で囲むこと。

４　規則第１２条の７の１７第５項に規定する受理書（原本）を添付すること。


要綱第１３号様式(第２５条関係)

	特定処理施設事故等報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　（あて先）川崎市長　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　
　特定処理施設において事故等が発生しましたので、川崎市廃棄物処理施設設置許可等に関する要綱第２５条の規定により、その状況及び講じた措置の概要について報告します。

	廃棄物処理施設の設置場所
	

	廃棄物処理施設の種類
	

	許可の年月日及び許可番号
	　　　　年　　　月　　　日
	第　　　　　　号

	事故の発生日時
	　　　　年　　　月　　　日
	　　　時　　　分

	事故の状況の概要
	

	講じた措置の概要
	


第13号様式

(第1面)
	一般廃棄物処理施設設置許可申請書

年　　月　　日　　

　　(あて先)　川崎市長

申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ふりがな　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(法人にあっては名称及び代表者の氏名)　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　担当者　　　　　　　

FAX番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第8条第1項の規定により、一般廃棄物処理施設の設置の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。

	一般廃棄物処理施設の設置の場所
	　

	一般廃棄物処理施設の種類
	　

	一般廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物の種類
	　

	着工予定年月日
	年　　　月　　　日

	使用開始予定年月日
	年　　　月　　　日

	※許可年月日
	年　　　月　　　日

	※許可番号
	　

	一般廃棄物処理施設の処理能力
	　　　　　　　　　　　　　　　m3／日(　　)時間

　　　　　　　　　　　　　　　 t／日(　　)時間

　　　　　　　　　　　　　　　m3／時間

　　　　　　　　　　　　　　　 t／時間

　　　埋立地の面積　　　　　　m2

　　　埋立容量　　　　　　　　m3

	△一般廃棄物処理施設の位置、構造等の設置に関する計画に係る事項
	一般廃棄物処理施設の位置
	　

	
	一般廃棄物処理施設の処理方法
	　

	
	一般廃棄物処理施設の構造及び設備
	　

	
	処理に伴い生ずる排ガス及び排水
	量
	　

	
	
	処理方法(排出の方法(排出口の位置、排出先等を含む。)を含む。)
	　

	
	設計計算上達成することができる排ガスの性状、放流水の水質その他の生活環境への負荷に関する数値
	　

	
	その他一般廃棄物処理施設の構造等に関する事項
	　

	※事務処理欄
	　


(第2面)

	△一般廃棄物処理施設の維持管理に関する計画に係る事項
	排ガスの性状、放流水の水質等について周辺地域の生活環境の保全のため達成することとした数値
	　

	
	排ガスの性状及び放流水の水質の測定頻度に関する事項
	　

	
	その他一般廃棄物処理施設の維持管理に関する事項
	　

	△災害防止のための計画(一般廃棄物の最終処分場である場合)
	　

	処理に伴い生ずる一般廃棄物の処分方法

(ごみ処理施設の場合)
	区分
	自家処分　　　　委託処分

	
	処分方法
	　

	汚泥等の処分方法

(し尿処理施設の場合)
	区分
	自家処分　　　　委託処分

	
	処分方法
	　

	△埋立処分の計画(最終処分場の場合)
	　

	△一般廃棄物の搬入及び搬出の時間及び方法に関する事項
	　


(第3面)
	申請者

	　
	(個人である場合)

	
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	
	住所

	
	　
	　
	　

	
	
	
	　

	
	(法人である場合)

	
	(ふりがな)

名称
	住所

	
	　
	　

	法定代理人(申請者が法第7条第5項第4号リに規定する未成年者である場合)

	　
	(個人である場合)

	
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	
	住所

	
	　
	　
	　

	
	
	
	　

	
	(法人である場合)

	
	（ふりがな）
名　　　称
	住　　　　　　　　所

	
	
	

	
	役員（法定代理人が法人である場合）

	
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	役職名・呼称
	住所

	
	　
	
	　

	
	
	
	　

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	　
	
	　

	
	
	
	　

	法第7条第5項第4号ヌに規定する役員(申請者が法人である場合)

	　
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	役職名・呼称
	住所

	
	　
	　
	　

	
	
	
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	
	　


(第4面)
	発行済株式総数の100分の5以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の5以上の額に相当する出資をしている者(申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている者があるとき)

	　
	発行済株式の総数
	株
	出資の額
	　

	
	(ふりがな)

氏名又は名称
	生年月日
	保有する株式の数又は出資の金額
	本籍

	
	
	
	割合
	住所

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	政令第4条の7に規定する使用人(申請者に当該使用人がある場合)

	　
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	役職名・呼称
	住所

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	備考

1　※欄は、記入しないでください。

2　一般廃棄物処理施設の種類については、ごみ処理施設、し尿処理施設又は最終処分場の別を記入してください。更に、ごみ処理施設の場合は、焼却施設、破砕施設等の別を括弧書きしてください。

3　一般廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物の種類については、混合ごみ、不燃ごみ等の種類を記入してください。

4　△印の欄の記載については、できる限り図面、表等を利用してください。また、次の図面等を含めてください。

(1)　一般廃棄物処理施設の構造及び設備については、当該施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図

(2)　排ガス及び排水の処理方法については、処理系統図

5　△印の欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付してください。

6　「法定代理人」の欄から「政令第4条の7に規定する使用人」までの各欄には、該当するすべての者を記載し、記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付してください。

7　市長が定める部数を提出してください。


第14号様式

(第1面)

	一般廃棄物処理施設変更許可申請書

年　　月　　日　　

　　(あて先)　川崎市長

申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ふりがな　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(法人にあっては名称及び代表者の氏名)　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　担当者　　　　　　　

FAX番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第9条第1項の規定により、一般廃棄物処理施設の変更の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。

	一般廃棄物処理施設の設置の場所
	　

	一般廃棄物処理施設の種類
	　

	設置の許可の年月日及び許可番号
	年　　　　月　　　　日　　第　　　　　　号

	変更の内容
	一般廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物の種類
	　

	
	一般廃棄物処理施設の処理能力
	変更前
	変更後

	
	
	m3／日(　　)時間

t／日(　　)時間

m3／時間

t／時間

埋立地の面積　　　　　　m2

埋立容量　　　　　　　　m3
	m3／日(　　)時間

t／日(　　)時間

m3／時間

t／時間

埋立地の面積　　　　　　m2

埋立容量　　　　　　　　m3

	
	△一般廃棄物処理施設の位置，構造等の設置に関する計画
	　

	
	△一般廃棄物処理施設の維持管理に関する計画
	　

	変更の理由
	　

	着工予定年月日
	年　　　月　　　日

	使用開始予定年月日
	年　　　月　　　日

	※許可の年月日
	年　　　月　　　日

	※許可番号
	　

	※事務処理欄
	　


(第2面)
	申請者

	　
	(個人である場合)

	
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	
	住所

	
	　
	　
	　

	
	
	
	　

	
	(法人である場合)

	
	(ふりがな)

名称
	住所

	
	　
	　

	法定代理人(申請者が法第7条第5項第4号リに規定する未成年者である場合)

	　
	(個人である場合)

	
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	
	住所

	
	　
	　
	　

	
	
	
	　

	
	(法人である場合)

	
	(ふりがな)

名称
	

	
	
	

	
	役員（法定代理人が法人である場合）

	
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	役職名・呼称
	住所

	
	
	
	　

	
	
	
	　

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	　

	
	
	
	　

	法第7条第5項第4号ヌに規定する役員(申請者が法人である場合)

	　
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	役職名・呼称
	住所

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　


(第3面)
	発行済株式総数の100分の5以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の5以上の額に相当する出資をしている者(申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている者があるとき)

	　
	発行済株式の総数
	株
	出資の額
	　

	
	(ふりがな)

氏名又は名称
	生年月日
	保有する株式の数又は出資の金額
	本籍

	
	
	
	割合
	住所

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	政令第4条の7に規定する使用人(申請者に当該使用人がある場合)

	　
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	役職名・呼称
	住所

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	備考

1　※欄は、記入しないでください。

2　一般廃棄物処理施設の種類については、ごみ処理施設、し尿処理施設又は最終処分場の別を記入してください。更に、ごみ処理施設の場合は、焼却施設、破砕施設等の別を括弧書きしてください。

3　△印の欄の記載については、できる限り図面、表等を利用してください。また、次の図面等を含めてください。

(1)　一般廃棄物処理施設の構造又は設備に変更がある場合は、変更後の当該施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図

(2)　排ガス又は排水の処理方法に変更がある場合は、変更後の処理系統図

(3)　排ガス又は排水の量に変更がある場合は、変更後の数値

(4)　排ガスの性状に変更がある場合は、大気汚染防止法第6条第2項に規定するばい煙量若しくはばい煙濃度又はダイオキシン類の濃度に係る変更後の数値

(5)　放流水の水質に変更がある場合は、し尿処理施設の場合は生物化学的酸素要求量、浮遊物質量、大腸菌数等の項目、最終処分場の場合は排水基準を定める省令第1条に規定する排水基準に掲げる項目及びダイオキシン類に係る変更後の数値

4　△印の欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付してください。

5　変更のある部分については、変更前及び変更後の内容を対照させてください。

6　「法定代理人」の欄から「政令第4条の7に規定する使用人」までの各欄には、該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付してください。

7　市長が定める部数を提出してください。


第16号様式

(第1面)

	一般廃棄物処理施設
	譲受け

借受け
	許可申請書

	年　　月　　日　　

　　(あて先)　川崎市長

申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ふりがな　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(法人にあっては名称及び代表者の氏名)　　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　担当者　　　　　　　　

FAX番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第9条の5第1項の規定により、一般廃棄物処理施設の
	譲受け

借受け

	の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。



	譲受け又は借受けの相手方の氏名(法人にあっては名称及び代表者の氏名)及び住所
	　

	一般廃棄物処理施設の設置の場所
	　

	一般廃棄物処理施設の種類
	　

	設置の許可の年月日及び許可番号
	年　　　月　　　日　　第　　　　　　号

	※譲受け等の許可の年月日
	年　　　月　　　日

	※譲受け等の許可番号
	　

	※事務処理欄
	　


(第2面)
	申請者

	　
	(個人である場合)

	
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	
	住所

	
	　
	　
	　

	
	
	
	　

	
	(法人である場合)

	
	(ふりがな)

名称
	住所

	
	　
	　

	法定代理人(申請者が法第7条第5項第4号リに規定する未成年者である場合)

	　
	(個人である場合)

	
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	
	住所

	
	　
	　
	　

	
	
	
	　

	
	(法人である場合)

	
	(ふりがな)

名称
	住所

	
	
	

	
	役員（法定代理人が法人である場合）

	
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	役職名・呼称
	住所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	　

	
	
	
	　

	
	
	
	　

	
	
	
	　

	法第7条第5項第4号ヌに規定する役員(申請者が法人である場合)

	　
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	役職名・呼称
	住所

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　


(第3面)

	発行済株式総数の100分の5以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の5以上の額に相当する出資をしている者(申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている者があるとき)

	　
	発行済株式の総数
	株
	出資の額
	　

	
	(ふりがな)

氏名又は名称
	生年月日
	保有する株式の数又は出資の金額
	本籍

	
	
	
	割合
	住所

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	政令第4条の7に規定する使用人(申請者に当該使用人がある場合)

	　
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	役職名・呼称
	住所

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	備考

1　※欄は、記入しないでください。

2　「法定代理人」の欄から「政令第4条の7に規定する使用人」までの各欄には、該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付してください。

3　市長が定める部数を提出してください。


第18号様式

(第1面)

	

	一般廃棄物処理施設設置法人
	合併分割
	認可申請書

	年　　月　　日　　

　　(あて先)　川崎市長

申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ふりがな　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　担当者　　　　　　　　

FAX番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

	　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第9条の6第1項の規定により、
	合併分割
	について認可を受けたい

	ので、関係書類を添えて申請します。

	①

一般廃棄物処理施設の設置の場所
	　

	②

一般廃棄物処理施設の種類
	　

	③

設置の許可の年月日及び許可番号
	年　　　月　　　日　　第　　　　　号

	④

合併後存続する法人若しくは合併により設立される法人又は分割により当該一般廃棄物処理施設を承継する法人の名称及び住所並びに代表者の氏名
	　

	⑤

合併又は分割の方法及び条件
	　

	⑥

合併又は分割の理由
	　

	⑦

合併又は分割の時期
	　

	※認可の年月日
	年　　　月　　　日

	※認可番号
	　

	※事務処理欄
	　


(第2面)
	⑧申請者

	　
	(ふりがな)

名称
	住所

	
	　
	　

	
	　
	　

	⑨法第7条第5項第4号ヌに規定する役員

	　
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	役職名・呼称
	住所

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	⑩発行済株式総数の100分の5以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の5以上の額に相当する出資をしている者(当該株主又は出資をしている者がある場合)

	　
	発行済株式の総数
	株
	出資の額
	　

	
	(ふりがな)

氏名又は名称
	生年月日
	保有する株式の数又は出資の金額
	本籍

	
	
	
	割合
	住所

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　


(第3面)
	⑪政令第4条の7に規定する使用人(申請者に当該使用人がある場合)

	　
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	役職名・呼称
	住所

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	⑫合併後存続する法人若しくは合併により設立される法人又は分割により当該一般廃棄物処理施設を承継する法人において、法第7条第5項第4号ヌに規定する役員となる者

	　
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	役職名・呼称
	住所

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　


(第4面)

	⑬合併後存続する法人若しくは合併により設立される法人又は分割により当該一般廃棄物処理施設を承継する法人において、発行済株式総数の100分の5以上の株式を有する株主となる者又は出資の額の100分の5以上の額に相当する出資をしている者となる者

	　
	発行済株式の総数
	株　
	出資の額
	　

	
	(ふりがな)

氏名又は名称
	生年月日
	保有する株式の数又は出資の金額
	本籍

	
	
	
	割合
	住所

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	⑭合併後存続する法人若しくは合併により設立される法人又は分割により当該一般廃棄物処理施設を承継する法人において、政令第4条の7に規定する使用人となる者

	　
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	役職名・呼称
	住所

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	備考

1　※欄は、記入しないでください。

2　⑧の欄は、合併又は分割の当事者を連記してください。

3　⑨～⑭の欄には、該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付してください。

4　市長が定める部数を提出してください。


第20号様式

	一般廃棄物処理施設使用前検査申請書

年　　月　　日　　

　　(あて先)　川崎市長

申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ふりがな　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(法人にあっては名称及び代表者の氏名)　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　担当者　　　　　　

FAX番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　次の一般廃棄物処理施設が完成したので、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第8条の2第5項(同法第9条第2項において準用する場合を含む。)の規定による施設の使用前検査を、関係図面等を添えて申請します。

	許可の年月日及び許可番号
	年　　　月　　　日　　第　　　　　号

	設置の場所
	　

	完成の年月日
	年　　　月　　　日

	使用開始予定年月日
	年　　　月　　　日

	※受付欄
	　


第22号様式

	一般廃棄物処理施設軽微変更等届出書

年　　月　　日　　

　　(あて先)　川崎市長

届出者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ふりがな　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(法人にあっては名称及び代表者の氏名)　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　担当者　　　　　　

FAX番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　一般廃棄物処理施設の軽微変更等をしたので、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第9条第3項の規定により、関係書類及び図面を添えて届け出ます。

	一般廃棄物処理施設の名称
	　

	一般廃棄物処理施設の設置の場所
	　

	一般廃棄物処理施設の種類
	　

	許可の年月日及び許可番号
	年　　　月　　　日　　第　　　　　号

	変更の内容
	△軽微な変更
	　

	
	氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名の変更
	　

	
	△省令第5条の4に掲げる事項の変更

　(同条第6号関係を除く。)
	　

	
	省令第5条の4第6号に掲げる事項

	
	(ふりがな)
氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	役職名・呼称
	住所

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	廃止若しくは休止又は再開の理由
	(廃止・休止・再開の別)

	廃止若しくは休止又は再開の年月日
	年　　　　月　　　　日

	※事務処理欄
	　

	備考
1　※欄は、記入しないでください。
2　△印の欄の記入については、できる限り図面、表等を利用することとし、同欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付してください。
3　「省令第5条の4第6号に掲げる事項」の欄については、該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付してください。
4　変更のある部分については、変更前及び変更後の内容を対照させてください。


第22号様式の2

一般廃棄物処理施設の設置者の欠格要件に係る届出書

年　　月　　日　

(あて先)川崎市長

届出者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

郵便番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ふりがな　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(法人にあっては名称及び代表者の氏名)　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　
FAX番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第9条第6項の規定により、次のとおり届け出ます。

	一般廃棄物処理施設の設置場所
	　

	一般廃棄物処理施設の種類
	　

	許可年月日
	年　　月　　日

	許可番号
	第　　　　　　　　　　号

	該当するに至った欠格要件
	　

	欠格要件に該当するに至った具体的事由
	　

	欠格要件に該当するに至った年月日
	年　　月　　日


備考　「該当する（おそれがある）に至った欠格要件」の欄は、法第7条第5項第4号ロからトまで又はリからルまで(同号リからルまでに掲げる者にあっては、同号イ又はチに係るものを除く。)のうち該当するに至ったものを記入してください。また、同欄は、法第7条第5項第4号イに該当するおそれがあるものとして環境省令第2条の2の2で定める者に該当するに至った場合はその旨を記入し、この場合には、「欠格要件に該当するに至った具体的事由」及び「欠格要件に該当するに至った年月日」の欄は記入不要です。
第23号様式

(表面)

	一般廃棄物処理施設相続届出書

年　　月　　日　　

　　(あて先)　川崎市長

届出者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ふりがな　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(法人にあっては名称及び代表者の氏名)　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　担当者　　　　　　

FAX番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　一般廃棄物処理施設の設置の許可を受けた者の地位を相続により承継したので、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第9条の7第2項の規定により、関係書類を添えて届け出ます。

	被相続人との続柄
	　

	被相続人の氏名及び死亡時の住所
	氏名

住所

	一般廃棄物処理施設の設置の場所
	　

	一般廃棄物処理施設の種類
	　

	設置の許可の年月日及び許可番号
	年　　　月　　　日　　第　　　　　号

	相続の開始の日
	　

	※事務処理欄
	　


(裏面)
	相続人

	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	住所

	　
	　
	　

	
	
	　

	法定代理人(相続人が法第7条第5項第4号リに規定する未成年者である場合)

	　
	（個人である場合）

	
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	
	住所

	
	　
	　
	　

	
	
	
	　

	
	（法人である場合）

	
	(ふりがな)

氏名
	　
　住所
　

	
	
	

	
	役員（法定代理人が法人である場合）

	
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	役職名・呼称
	住所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	　
	　　　
	　

	
	
	
	　

	政令第4条の7に規定する使用人(相続人に当該使用人がある場合)

	　
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	役職名・呼称
	住所

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	備考

1　※欄は、記入しないでください。

2　「相続人」の欄から「政令第4条の7に規定する使用人」の欄までの各欄には、該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付してください。

3　この届出書は、相続の日から30日以内に提出してください。


第26号様式

	廃棄物処理施設技術管理者設置等報告書
年　　月　　日　　

　　(あて先)　川崎市長

報告者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ふりがな　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(法人にあっては名称及び代表者の氏名)　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　担当者　　　　　　

FAX番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第21条第1項の規定により、廃棄物処理施設技術管理者を

	設置

変更
	したので、川崎市廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び浄化槽法施行細則第30条の規定によ

	り、次のとおり報告します。

	廃棄物処理施設の種類
	　

	廃棄物処理施設の設置の場所
	　

	設置の許可の年月日及び許可番号
	年　　　　月　　　　日　　第　　　　　　号

	(ふりがな)

技術管理者の氏名
	　

	
	職名　　　　　　　　　　　　氏名

	技術管理者の設置又は変更の年月日とその事由

(変更の場合にあっては，前任者の氏名を含む。)
	　　　　　　　　　年　　　月　　　日

(事由)

	技術管理者の資格
	※

	
	　

	
	　


※　技術管理者の資格の取得を証する書類を添付してください。

第21号様式の2
	一般廃棄物処理施設定期検査申請書

　　年　　月　　日
　(宛先)　川崎市長
　申請者
住所
EQ \* jc3 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\al(\s\up 10(ふ　り　が　な),氏名)　　　　　　
(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)

　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　担当者

ＦＡＸ番号
　

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第8条の2の2第1項の規定により、一般廃棄物処理施設の定期検査を受けたいので申請します。



	一般廃棄物処理施設の設置場所
	　

	一般廃棄物処理施設の種類
	　

	許可の年月日及び許可番号
	年　　月　　日　第　　　　　　　号

	※事務処理欄


第33号様式
	一般廃棄物処理施設熱回収施設設置者認定申請書

　　年　　月　　日
　(宛先)　川崎市長
　申請者
住所
EQ \* jc3 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\al(\s\up 10(ふ　り　が　な),氏名)　　　　
(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)

　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　担当者

ＦＡＸ番号
　

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第9条の2の4第1項の規定により、一般廃棄物の熱回収施設設置者として認定を受けたいので関係書類及び図面を添えて申請します。

	熱回収施設の設置の場所
	　

	※認定の年月日
	　　　　　　　年　　　　月　　　　日

	※認定番号
	第　　　　　　　号

	熱回収に必要な

設備に関する事項
	設備の種類及びその設備の能力
	

	
	△設備の位置、構造等の設置に関する計画
	

	
	△設備の維持管理に

関する計画
	

	熱回収の内容に

関する計画
	熱回収施設において処分する一般廃棄物の種類
	

	
	熱回収の方法
	

	
	熱回収率
	　　　　　　％

	許　可　の　年　月　日

及　び　許　可　番　号
	年　　月　　日　第　　　　　号

	※事務処理欄


	備考

１　※欄は記入しないでください。

２　設備の種類については、ボイラー、発電機又は熱交換器の別を記入してください。

３　設備の能力については、ボイラーの最大蒸発量（トン/時）、発電機の出力（キロワット）又は熱交換器の能力（キロジュール/時、複数ある場合はそれぞれの能力）を記載してください。

４　△印の欄の記載については、できる限り図面、表等を利用してください。△印の欄にその記載事項の全てを記載することができないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付してください。また、次の図面等を含めてください。

(1) 設備の位置、構造等の設置に関する計画については、熱回収に必要な設備の位置、熱改修により得られる熱量及びその熱を電気に変換する場合における当該電気の量を把握するために必要な装置の一を示す図を添付してください。

(2) 設備の維持管理に関する計画については、ボイラー、発電機又は交換器についての維持管理に関する計画を記載してください。また、熱回収により得られる熱量及びその熱を電気に変換する場合における当該電気の量を把握するために必要な装置の機能を健全に維持するために行う定期的な点検、補修等の計画も記載してください。

５　熱回収の方法については、発電、発電以外の熱利用又は発電・熱利用の併用の別を記入してください。

６　熱回収率については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第５条の５の５第１項第４号ハの算式により算定した熱回収率を記載してください。

７　正本１部及びその写し１部を提出してください。

	※手数料欄


第36号様式
	一般廃棄物処理施設熱回収施設休廃止等届出書

　　年　　月　　日
　(宛先)　川崎市長
　申請者
住所
EQ \* jc3 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\al(\s\up 10(ふ　り　が　な),氏名)　　　　　　
(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)

　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　担当者

ＦＡＸ番号
　

熱回収施設を休廃止等したので、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第5条の5の規定により、関係書類及び図面を添えて届け出ます。

	熱回収施設の設置の場所
	　

	認定の年月日及び認定番号
	　　　　　　年　　月　　日　第　　　　号

	熱回収を行わなくなったとき
	理　　由
	

	
	年　月　日
	年　　月　　日

	廃止、休止又は再開したとき
	理　　由
	（廃止・休止・再開の別）

	
	年　月　日
	　　　　　　年　　月　　日

	熱回収に必要な設備を変更したとき
	△変更の内容
	

	
	理　　由
	

	
	年　月　日
	　　　　　　年　　月　　日

	※事務処理欄

	備考

１　※欄は、記入しないでください。

２　△印の欄の記載については、できる限り図面、表等を利用することとし、同欄にその記載事項の全てを記載することができないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付してください。

３　変更のある部分については、変更前及び変更跡の内容を対照させるものとしてください。


第37号様式
	一般廃棄物処理施設熱回収報告書

　　年　　月　　日
　(宛先)　川崎市長
　申請者
住所
EQ \* jc3 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\al(\s\up 10(ふ　り　が　な),氏名)　　　　　　
(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)

　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　担当者

ＦＡＸ番号
　

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第5条の5の11の規定により、熱回収に関する報告書を提出します。

	認定の年月日
及び認定番号
	　　　　　年　　月　　日　第　　　　号

	　　　　年４月１日から　　　　　年３月３１日までの年間の熱回収率
	

	備考　熱回収率については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第5条の5の5第1項第4号ハの算式により算定した熱回収率を記載してください。
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